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序　はじめに
　1．大店法緩和と地域商業
　日米構造問題協議（SII）の中心的課題であった大規模小売店舗法（大店法）が、1990年5月30日
に運用適正化措置を実施し、続いて1991年5月8日に15年振りで、法改正が国会で成立した。
　地域社会における日常生活と深く関わっている中小小売店が、大店法によって大型店の出店を規制
し、地域商業に競争制限的な効果を及ぼし、非効率な中小小売店の温存をもたらしていた。大店法の
規制緩和は、日本の商業政策が中小小売店に対する保護政策一辺倒から、意欲ある中小小売店を積極
的に支援・育成することを意味する。また中小小売店の質的変化に拍車をかけることになり、消費者
や地域商業の便益を優先させた政策につながる。地域商業は、高速交通体系の進展、女性の社会進出、
人口の郊外移動、旺盛なレジャー意欲、消費の多様化等による消費者行動の変化、さらには国際化、
情報ネットワーク化といった環境変化の中で、大型店と中小小売店が一体となった「まち」づくりな
ど、質的構造変化がみられる。このことは、地域商業が豊かな国民生活を実現するたあの生活提案や
情報・サービスの提案ができる商業機能の充実が、期待されていることを意味している。
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　2，地域商店街の振興と活性化
　中小小売店は地域消費者の日々の暮らしに直結し、地域商店街に根ざした地域商業である。近年、
高速交通体系の進展等で「足の長い地域消費者」が出現しており、そのため商圏が飛躍的に拡大し、
地域商店街間競合の時代を迎えた。中小小売店が多数を占める地域商店街において、消費者の立場に
立った魅力ある商店街を形成するためには、集客力のある大型店の活用が考えられる。消費者ニーズ
の高度化・多様化に対応するたあ、アメニティー性やアミューズメント性を含んだ活力ある地域商店
街の構築と魅力ある商業集積の形成は、地域商店街振興と活性化にとって重要な要素である。大店法
の改正は、その意味においても地域商店街振興と活性化を図るための重要な鍵である。
　本論では、流通の自由化の潮流の中に生きる地域商業の振興とあらたな地域づくりを探るために、地
域と地域商業の概念、役割、都市機能を明らかにし、大店法の歴史的変遷と改正内容を検証し、大店法
緩和と地域商業の構造変化の実態と課題を明らかにして、施策にっいて提言していくことにする。
1　地域と地域商業
　1．地域（都市）と地域商業の概念
　地域の範囲にっいては、さまざまな規定や区分がなされている。また、地域の範囲は次第に広域に
なってきている。個人の行動範囲によっても地域のもっ規模も異なってこよう。とくに、近年のめざ
ましい高速交通体系の進展によって、地域は一層ひろがりをみせ、広域圏を形成するとともに、地域
のもつ機能分担が重要性をましているD。また、都市を表わす言葉の語源もまちまちで一貫性がない
が、ここでは地方都市を一っの地域としてとらえることにする。地方都市は、東京、大阪、名古屋な
どの大都市以外の都市に対する一般的な総称として使われており、いくつかの定義づけが試みられて
いる。
　まず、第1は行政地域に着目するものであり、東京圏（東京都、神奈川県、埼玉県、千葉県）、大阪
圏（大阪府、京都府、兵庫県）、名古屋圏（愛知県、三重県）のいわゆる三大都市圏以外の「地方圏」
にある都市を地方都市とするものであり、第2は都市の性格と都市の力に着目するもので、大都市、
衛星都市、地方都市に分類し、地方都市は、独立性を持ち自己の後背地を擁する都市で、大都市と機
能を分担し、あるいは中継する機能を持っ都市であり、第3は行政組織を基礎とした権力構造に着目
するもので、国家都市（首都）である東京以外の都市は、すべて地方都市とするものである。これら
の見解には、それぞれ一長一短がある2）。地域政策的なイメージでは、東京、大阪、名古屋の三大都市
および都市圏内でこれらの巨大都市に隣し、または従属している都市以外の都市で、独立性を保持し、
自己の都市圏域を有している都市が、地方都市として考えられる。
　地方都市の分類としては、①地方中枢都市。地方圏の各ブロックの中心都市。人口概ね100万人程
度。例えば東北地方における仙台、九州地方における福岡等の都市。②地方中核都市。県域相当区域
の中心都市。人口概ね20万人以上のものが多い。例えば大部分の県庁所在市およびこれらに匹敵する
浜松、姫路等の都市。③地方中心都市。県域をいくっかに分割した場合における各地域の中心都市。
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人口概ね6～7万人以上のものが多い。
　例えば米沢、高山等の都市。④地方中小都市。①～③以外の地方都市。以上が、地方都市問題懇談
会中間報告書（国土庁、1976年3月）による分類であるが、一般的にはこの分類に従っている3）。
　中小小売店が、地域商業の「顔」として存在しているのは、地域社会に自然的、社会的、文化的、
精神的風土をもって定着しているからである。自然と人間との調和のなかに成立する商店街とコミュ
ニティこそが、人間らしさ、豊かさを希求する地域商業の風土性である。とくに、地域社会に定着し
た中小小売店は、地域的風土性をもつ商業として、きわめて重要であるといわねばならない4）。
　地域社会によって支えられ、地域消費者によって育てられるという考え方に立った中小小売店が、
消費者にとって“うちのお店”として意識のなかに存在することが、地域商業の概念であるといって
よい。
　2．都市規模別にみる地域商業の果す役割
　中小小売店は、地域的風土のなかに根を下ろし、地域経済の担い手として重要な役割を果たしてい
る。中小小売店をもって構成する地域商業の盛衰は、同時に地域社会の盛衰とイコールである5）。その
上、中小小売店は、大型店にくらべて、人、物、金、情報の地域依存度がきわめて高い。中小小売店
と地域商業との関係は、密接不可分の関係にあって、相互依存・補完関係にあり、中小小売店が、地
域商業に果たすべき役割と責任は一段と高まっている6）。例えば地域商業を都市規模でとらえるとす
れば、次に示す商店街に分類される。①近隣型商店街。商業機能と飲食機能を中心に、地域消費者の
日常生活上の最寄ニーズへの対応を主目的としており、最寄品中心で地域消費者が、日用品などを徒
歩または自転車などにより日々性の買物をする地域密着型の小規模商店街（地方中小都市の中心商店
街）。②地域型商店街。買い回り性を中心とした商業機能と飲食機能のほか、レジャー機能、文化機能、
社会的機能（行政機関、金融機関など）を加え、最寄品および買回り品店が混在し、小型百貨店、衣
料スーパー等があり、バス、鉄道などにより週間性の買物をする中規模商店街（地方中心都市の中心
商店街）。③広域型商店街。百貨店、量販店、専門店などを中心とした多彩な商業施設、飲食施設に加
え、レジャー施設、文化施設、公的機能など生活の質的向上に必要な諸機能を充実させており、最寄
品より買回り品が多く、鉄道、地下鉄等により、月間性の買物をする大規模商店街（地方中核都市・
地方中枢都市の中心商店街）。④超広域型商店街。商業施設、飲食施設、レジャー施設、文化施設など
大規模かつ専門度の高い都市機能が高密度に集積し、買回り品中心で都市百貨店、大型量販店、有力
専門店等があり、鉄道、地下鉄により、遠距離からの来街者が買物をする。全国的に知名度が高く全
国から顧客を集める大規模商店街（巨大都市の中心商店街）。⑤特殊センター。同業種型、観光地型、
小売市場型および地下街など機能的、歴史的、立地的に、特徴や個性で特化した商店街7）。以上のよう
に、都市が立地する条件によっては商業機能が独立している場合もあるが、多くの都市にあっては周
辺地域の商業活動と密接な関係にある。そして近年高速交通体系の拡充によって相互に関係し合う地
域商業の範囲は拡大し、また、その内容も多様化している。
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　3．地域商業が果たす都市機能
　地域商業の盛衰に最も大きな影響を与えるのが、消費者人口の増減・流動・移動性である。都市の
機能が分化して、高度化すればするほど、周辺地域からの消費者の流入を促進する。活力のある商店
街をもっ地域に消費者が流入し、周辺の地域消費者を吸収してしまう。地域商業は、商業機能を充実
させながら、その地域の土地と水に合った商店街づくりによって発展する。オリジナリティの顔を
もった地域商業を創出することが、他の地域と機能分担を相互にし合い、競合関係をつくらないため
の基盤となる8）。ところで、都市機能を地域の生産と消費そして生活を結ぶ経済生活圏域の側面からみ
れば、都市とは、人間が「住み」「働き」「楽しむ」ところである。すなわち、住みやすく、働きやす
く、楽しみやすい場所と機能を提供するのが都市である。こうした「住「職」「楽」の3っの機能がい
かに有機的結合と多様性に富んでいるかによって、都市のもっ魅力と大きさと広がりがはかれるので
ある9）。地域商業が果たす都市機能は、消費者の生活行動圏に寄与できるショッピングや交通の便利さ
と快適さ、流行のファッション、新しい情報の提供、また自然の豊かさや人情の厚さ、物価の安定さ、
新鮮な食べ物等の満足度であるといえる。これらは、商業集積の小大ではなく、地域商業が商店街の
伝統や特色を守って発展していく礎でもある。
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H　大店法の歴史的変遷と改正内容の検証
　1。大店法の歴史
　大店法は、流通機構に発生した経済的紛争に対する政治的対応から生まれた公共政策であると言え
る。問題は流通機構にとどまらず、経済的背景、政治的課題について、それらすべて包含した社会の
あり方が関連する。
　そのためには、大店法をめぐる働きを理解し、その本質をみるために、歴史的変遷にっいて整理し
ておきたい。
　戦前の流通業は、典型的な二重構造であった。一っは大手の呉服屋がつくった百貨店、あるいは民
間鉄道会社がっくったターミナル百貨店という大型店と、非常に少数での家族経営といわれる中小小
売店とからなっていた。大型店と中小小売店は、ある時期は棲み分けをしていた。しかし、大型店と
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中小小売店との紛争は関東大震災（1923年）以降、大衆消費社会の出現で、百貨店が一般大衆のもの
になってから始まっだ）。
　1930年、商工審議会の答申「小売商制度の改善に関する方策」において、「改善策は進んだる大規模
小売商を抑圧することであってはならぬ」とし、中小小売店の自助努力を助長することを基本方針と
した。1932年、百貨店協会は「自制協定」で、①出張売出し、支店・分店の新設、おとり販売等の自
粛。②無料配送区域の縮小。③毎月3日の休業日を規定した。商業組合法が制定され、1933年、日本
百貨店商業組合の結成とともに「日本百貨店商業組合営業統制規定」が許可された。昭和恐慌の到来
で反百貨店運動は激化したが、百貨店側の自主規制や流通業の近代化促進策を目指す商工省の消極的
姿勢で、法として成立するに至らなかった2）。1936年、小売業改善調査委員会の「小売業者ト百貨店ト
ノ関係二関スル事項」にっいての決議は、この問題に関する政府のその後の姿勢が貫かれている重要
な方針であった。百貨店が小売制度の合理化に貢献し、消費者の利便に資することを認めながら、中
小小売店に大きな影響を与えているという側面も否定できず、特定の環境条件にあっては、百貨店を
ある程度規制することも社会的に必要であるとしている3）。
　そして、戦時統制経済への移行と共に、1937年、「百貨店法」（第1次）が、8月に公布、10月に施
行された。①百貨店業の営業、支店の設置、増床、出張販売を許可制とする。②閉店時刻と休業日は
命令で定める。③それ以外の営業方法は、日本百貨店商業組合の「日本百貨店商業組合営業統制規定」
（主務大臣の許可）による。そのため、百貨店委員会は大臣の諮問機関となった％1947年「独占禁止
法」（私的独占の禁止および公正取引の確保に関する法律）が制定され、同一の効果が得られるとの趣
旨において、1947年、「百貨店法」（第1次）は廃止された。
　1951年の朝鮮戦争休戦後の不況に際して、卸売業者や小売業者からの問題提起で、1954年、公正取
引委員会は「百貨店業における特定の不公正な取引方法」を指定した。①不当返品、②不当値引き、
③不当条件による委託仕入れ、④特売用商品の不当な買いたたき、⑤特別注文品の不当な納入拒否、
⑥手伝い店員の派遣の強要、⑦納入業者に対する不当な報復措置、⑧格別に優遇した景品、招待付き
販売の8項目であった5＞。1955年、東京商工会議所は、自主的に商業活動調整協議会を発足させた。
一般公衆の福利を考え、公正な商業秩序の確保を図りながら、百貨店と中小小売店が共存共栄の実を
挙げるために、その自主機能を生かし、指導、調整を行い、問題を解決しようとしたが、現実の問題
の調整には難航した。
　1956年、「百貨店法」（第2次）が施行された。①百貨店の事業活動を調整する。②中小商業の事業
活動の機会を確保する。③商業の正常な発達を図り、国民経済の健全な発展に資することが目的で
あった。そして、①百貨店業の開業、店舗の新設・増築は許可制。②閉店時刻と休業日の規制。③出
張販売や顧客の送迎等、営業に関する行為の自粛が、主たる内容であった6）。また、百貨店審議会や商
工会議所の商調協の委員には消費者代表が含まれ、運用において消費者の立場は、十分に考慮される
とした。ところで、高度成長期に百貨店よりも速い成長率で展開し始めたのがスーパーであった。
スーパーが百貨店法の規制を受けなかったのは、「百貨店法」（第2次）が「建物主義」をとらず、
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一販売業者の一店舗の面積が基準以上である場合に、規制の対象となる「企業主義」を採用していた。
事業協同組合が基準を超える大型店舗をっくっても、分割して組合員に貸与した場合、一組合員の分
が基準を超えなければ、法の対象とはならず、スーパーは同一建物の中に系列会社、傍系会社等を出
店させて、「百貨店法」（第2次）の適用を「疑似百貨店」によって免れていた7）。「疑似百貨店」の存在
は、中小小売店の危機感を強め、規制の方向へ向っていた。1968年、通商産業省企業局長通達「疑似
百貨店に関する指導方針」、1971年、産業構造審議会流通部会第9回中間答申「70年代における流
通」、1972年、産業構造審議会流通部会第10回中間答申「流通革新下の小売商業一百貨店法改正の方
向」等の報告に基づいて、「百貨店法」（第2次）の改正が実現した。
　「大店法」は、1973年10月公布、1974年3月施行された。①大規模小売店舗の周辺の中小小売業の
事業活動の機会を確保し、小売業の正常な発達を図ることが、直接的な目的である。その目的を達成
する手段として、大規模小売店舗における小売業の事業活動の調整である。その手段を実施すると消
費者の利益が害される恐れもあるので、消費者利益の保護に配慮すべきである。②大規模小売店舗の
基準面積（1，500㎡、都の特別区と政令指定都市は3，000㎡）は、「百貨店法」（第1次）と同様であっ
たが、「建物主義」をとって脱法を防いでいる。③調整方法は許可制でなく、届け出・審査・勧告・命
令で行うこと。
　調整4項目（開店日、店舗面積、閉店時刻、休業日数）については、商工会議所、商工会の意見が
大店審の意見に反映されるが、それらの意見を定めるにあたっては、商調協にはかることが適当であ
ると指導されている8）。
　1977年、「分野調整法」（中小企業の事業活動の機会の確保のための大企業者の事業活動の調整に関
する法律）が成立したが、小売業は適用を除外された。しかし、大規模小売店舗法および商調法（「小
売商業調整特別措置法」、1959年制定、購買会の規制、小売市場の許可、中小小売商と大企業者との紛
争の調整等にっいて規定）の改正が行われ、大店法の調整対象未満の店舗の進出にかかわる紛争の知
事による調整の手続きが整備された。また、安定経済成長下における小売業のあり方をふまえ、その
振興、調整のあり方を検討する目的として、1977年、「小売問題懇談会」が、産業政策局長と中小企業
庁長官の私的諮問機関として設置された9）。1978年、①大規模小売業者の過度な出店競争の自粛、②地
元との共存共栄に十分配慮する等を含む調整方法にっいて提言をした。それを受けて、産業構造審議
会流通部会と中小企業政策審議会の合同小売商業政策小委員会が、大店法改正の討議を始めた。
　「大店法」の改正は、1978年11月公布、1979年5月施行された。①既存の基準面積以上の店舗を第
1種大規模小売店舗とし、それ未満で500㎡を超えるものを第2種大規模小売店舗とする。②第1種
は、引き続き通商産業大臣が調整するが、第2種は、都道府県知事が調整する。③届け出から勧告ま
での期間を3ヶ月から4ヶ月に改め、必要に応じて更に4ヶ月を限度に延長できる。また、公示から
開店までの期間を6ヶ月から7ヶ月経過後と延長しだ゜）。④「商調協」が、本法施行規則で位置付けら
れた11）。また、産業政策局長通達により、事前商調協の審議期間を8ヶ月に限り、正式商調協の審議期
間を2ヶ月（必要なら4ヶ月延長）とすること、および広域商調協を設けることが要点であった。
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－370一
　1981年から1982年にかけて、全国各地で出店紛争が発生し、商店街団体、商工会議所、市議会が、
出店凍結宣言をした地域が増加してきた。1981年10月、通商産業省は、「大規模小売店の届け出の自
粛」の通達を出した。
　その間に、産業政策局長と中小企業庁長官の私的諮問機関として、「大型店問題懇談会」が設置さ
れ、1982年1月に報告書を提出した。これを受けて、1982年1月に産業政策局長通達「大規模小売店
舗の届け出に係わる当面の措置にっいて」が出され、大店法の運用は、「当面の間、抑制的」に行うこ
ととされた。①大型店の出店抑制策、⑦特定の大型小売業者の個別指導、◎大型店の出店が相当水準
に達している地域への大型店の出店の自粛の指導、⑳人口3万人未満の小規模市町村への出店の届け
出は慎重に扱う。②商調協の改善。③生協・農協の取り扱い、出店の自粛の指導、員外利用の防止。
④都市計画との関連。⑤中小小売店の振興策。等であっだ2）。
　1983年、「80年代の流通産業と政策の基本方向」が発表され、それを受けた大臣談話でも継続方針
が発表された。さらに、1984年3月の産業政策局長通達で制度化され、1990年まで規制強化が継続し
た。
2．規制緩和の潮流と大店法
「規制強化・規制緩和」の潮流は、大型店と中小小売店の小売業での異形態間競合に、基本的要因を
　　　　　　　　　図ll－2－1　大規模小売店舗の出店状況（暦年ベース）
1979年80年 81年 82年 83年 84年 85年 86年 87年 88年
大規模小売（1種） 2，775 3，009 3，256 3，446 3，644 3，764 3，869 3，967 4，117 4，247
店舗数 （209） （234） （247） （190） （198） （120） （105） （98） （150） （130）
（8．1） （8．4） （8．2） （5．8） （5．7） （3．3） （2．8） （2．5） （3．8） （3．2）
曾，，一
（2種） 8，994 9，781 10，25710，58910，81211，02111，20111，37211，57911，749
一 （787） （476） （332） （223） （209） （180） （171） （207） （170）
一 （8．8） （4．9） （3．2） （2，D （1．9） （1．6） （1．5） （1．8） （1．5）
，，曾曹曾曹，，．・ 9冒－．一噛・ 匿一曽冒－曹－匿 ，，．匿
（合計） 11，76912，79013，51314，03514，45614，78515，07015，33915，69615，996
一 （1021） （723） （522） （421） （329） （285） （269） （357） （300）
『 （8．7） （5．7） （3．9） （3．0） （2．3） （1．9） （1．8） （2．3） （1．9）
大規模小売（1種） 17，94619，88021，16722，07023，13024，22524，69525，34626，54027，399
店舗面積 （1433）（1934）（1287） （903） （1060）（1095） （470） （651）（1194） （859）
（千m2） （8．7） （10．8） （6．5） （4．3） （4．8） （4．7） （1．9） （2．6） （4，7） （3．2）
．一「一 曹曽曹． 曾，．「
（2種） 9，28810，20310，76611，08011，33511，60311，83712，09712，36212，616
『 （915） （563） （314） （255） （268） （234） （260） （265） （254）
一 （9．9） （5．5） （2．9） （2．3） （2．4） （2．0） （2．2） （2．2） （2．1）
，一一一一．一．一．■一一・曽 冒 一曹噛 9曹・9 「冒－匿 一曽一一
（合計） 27，23430，08331，93333，15034，46635，82936，53237，44338，90240，015
一 （2849）（1850）（1217）（1315）（1363） （704） （911）（1459）（1113）
一 （10．5） （6．1） （3．8） （4．0） （4．0） （2．0） （2．5） （3．9） 2．9）
注：1．（）内，上段：対前年増加数　下段：対前年増加率（％）
　　2．第2種については1979年から規制対象
資料：通商産業省調べ 一371一
図ll－2－2　大店法のフローチャート（1990年末）
消費者の利益の保護に配慮しつつ
大規模小売店舗における小売業の
事業活動を調整することにより、
その周辺の中小小売業の事業
活動の機会を適正に確保し、
小売業の正常な発展を図り、もって
国民経済の健全な進展に資する。
調整の仕組み　　（第2種大規模小売店舗の調整の仕組みもほぼ同様）
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調整の項目　ほ）開店の日（の繰り下げ）　（il）店舗面積（の削減）　価｝閉店時刻（の繰り上げ）　（iv）休業日数（の増加）
（出所）　通商産業省商政課編者「90年代の流通ビジョン』
　　　　（財）通商産業調査会，1989年，188ページ
求めることができる。新しい小売り形態の出現を背景に、大型店の経済力と中小小売店の政治力との
2っの異なる力がぶっかり合い、ある時期、一方が他方を押え込むが、市場原理と公的介入の論理が鋭
く対立する小売市場において、このような関係は長続きせず、次の新しい小売り形態の出現や環境変
化を契機に、「規制強化・規制緩和」が動き出すのである13）。
　百貨店の場合は、関東大震災（1923年）後に最初の出店加速期を迎えた。1937年、「百貨店法」（第
1次）により出店許可制の下で厳しい規制を受けたが、1947年、経済民主化の潮流のなかで同法は
いったん廃止された。
　百貨店が戦後の立ち直りとともに、再び成長期を迎えると、再び中小小売店の百貨店規制運動が起
きた。1956年、「百貨店法」（第2次）が施行され、1973年、同法を改正する形で「大店法」が成立す
るまで、百貨店は再度許可制の下に置かれた。1960年代、百貨店に続く大規模小売業として急成長し
たスーパーは、流通近代化の推進役と位置付けられ、「大店法」が成立するまで、自由な出店活動を続
けた。1974年、「大店法」施行、1979年、「大店法」改正により、「規制強化・出店減速期」へと移行
した（図H－2－1）。
　1990年5月の「大店法運用適正化措置」以降は、「規制緩和・出店加速期」にはいっている14）。
　わが国の商業構造が、多数の中小小売店舗が高密度に存在するという特質を有している現状を考慮
すれば、大型店の出店を全く自由にした場合、地域商業に大きな混乱をもたらすおそれがある。消費
者の利益の保護に配慮しっつ、大規模小売店舗における小売業の事業活動を調整することにより、「大
店法」の枠組み自体は、これを維持するとの結論に達している（図ll・－2－2）。
　3．大店法改正の概要
　1988年12月の臨時行政改革推進審議会（いわゆる新行革審）の「公的規制の緩和等に関する報告」
や1990年6月の日米構造問題協議最終報告などに示されたように、わが国内外から大店法の規制緩
和を求める要請が高まっていた。このような要請を踏まえ、1990年12月にまとめられた産業構造審
議会と中小企業政策審議会との合同会議の答申に沿って作成された。「大規模小売店舗における小売
業の事業活動の調整に関する法律」（以下「大店法」と略す）の一部を改正する法律にっいて、主な改
正内容は次の通りである。
　（1）種別境界面積の引き上げ（改正後の第3条）。通商産業大臣が調整を行う大規模小売店舗（第1
種大規模小売店舗）と都道府県知事が調整を行う大規模小売店舗（第2種大規模小売店舗）との境界
面積（種別境界面積）を、現行の2倍に引き上げ、3，000㎡（政令指定都市などにおいては6，000㎡）
とする。
　（2＞大規模小売店舗審議会などの意見聴取対象の拡充（改正後の第7条）。大規模小売店舗に関する
調整を行うに際し、通商産業大臣または都道府県知事から意見を聴かれた審議会などが、さらに意見
を聴かねばならない者として、消費者、小売業者および学識経験者を追加する。
　（3）地方公共団体の独自規制の適正化（改正後の第15条の5）。地方公共団体が、大店法と同様の考
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図ll　－3－1　大店法改正による出店調整手続のフロー
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（出所）　通商産業省商業集積推進室編者r特定商業集積整備法の解説』　（財）通商産業調査会，1991年，297ページ。
え方に立脚して、小売業の事業活動の調整に関する施策を講じる場合には、大店法の趣旨を尊重して
行うものとする。
　（4）その他。本改正法施行後2年以内に大店法の実施状況等にっいて検討を加える旨を規定するこ
とと、その他所要の改正を行う15）。
　なお、法律改正事項ではないが、出店調整手続きの迅速化などを目的に、①出店調整処理期間を
1年以内とする。②出店調整処理期間の起算日を、建物設置者からの届け出（大店法第3条）があった
日とする。③従来、運用で実施していた「出店表明」、「事前説明」および「特定市町村」の制度にっ
いては廃止。④建物設置者が届け出を行った後、最長4ヵ月で地元説明へ導入。⑤大店審における審
査体制の強化等を図る16）（図ll・－3－1）。
　今回の大店法の改正は、①消費者利益への十分な配慮、②手続きの迅速性、明確性、透明性の確保、
③国際的要請への配慮、等を基本的視点に捉えて行われたと評価することができる。
　4．大店法関連5法案
　今回の大店法改正と関連法案は、今後の小売商業政策を方向付ける重要な政策展開を内包してい
る。①大店法の一部改正法、②輸入品専門売り場の設置に関する大規模小売店舗における小売業の事
業活動の調整に関する法律の特例に関する法律（以下「輸入特例法」と略す）の規制緩和関係2法。
③特定商業集積の整備の促進に関する特別措置法（以下「特定商業集積法」と略す）、④民間事業者の
能力の活用による特定施設の整備の促進に関する臨時措置法（以下「民活法」と略す）、⑤中小小売商
業振興法（以下「小振法」と略す）の一部改正法の3法、計5本の法律を大店法関連5法案と呼んで
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いる17）（図皿一4－1）。
　（1）大店法の一部改正法。第2章第3節においてくわしく述べているので本節では省略する。
（373～374ページ参照）。
　（2）輸入特例法。内外の経済的環境の変化のなかで、わが国の輸入拡大を求める要請には強いもの
があり、日米構造問題協議最後報告においても、輸入品売り場にっいて、大店法の調整手続きの特例
を設けることが指摘されている。輸入の促進、消費者利益の増進を図るために、輸入品専門売り場の
設置に関し、大店法の特例を定めた。
　①大店法の特例措置。大規模小売店舗内において、専ら輸入品を販売する売り場（輸入品専門売り
場）を設置する場合は、当該売場の開店日までに、通商産業大臣または都道府県知事に届け出ること
ができる。届け出に係る売り場は、3条届け出の公示から7ケ月の営業開始制限期間、開店日、店舗面
積等に関する変更勧告、変更命令などの大店法の規定は適用しない。ただし、1つの大規模小売店舗で
の輸入品専門売り場の面積の合計は、1，000㎡を上限とする（図H－4－2）。②改善勧告、改善命令、営
業停止命令。輸入品専門売り場は、政令で定める要件に適合させるための改善勧告、改善命令の規定
を設けてあり、また、改善命令に違反したときは、営業停止命令の規定も設けてある。③その他。営
業に関する報告の徴収および立入検査に関する規定などは、大店法の規定を準用するし、罰則に関す
る規定も整備している’8）。
　（3）特定商業集積法。わが国の流通構造を取り巻く環境の変化に対応して、魅力ある商業集積の整
備の必要性が高まっている。民間事業者の行う商業集積の整備およびこれと一体的に設置する公共施
設の整備を、官民一体となって推進し、中小小売商業の振興および地域の発展に配慮しつつ、商業の
健全な発展および良好な都市環境の形成を図るために、望ましい商業集積の整備の促進を図る。
　①基本指針および基本構想の作成。通商産業大臣、建設大臣および自治大臣は、特定商業集積（商
業施設、店舗等）と商業基盤施設（コミュニティーホール、イベント広場等）とが、一体的に整備さ
れた複合体の整備およびこれと一体的に整備すべき公共施設等にっいて基本指針を作成し、この指針
を従って市町村が基本構想を作成し、都道府県知事の承認を受けることができる。②産業基盤整備基
金の業務追加等。産業基盤整備基金に、特定商業集積整備に対する債務保証、イベント支援会社への
出資などの業務を追加する。
　③中小企業信用保険の特例。中小小売商業振興法による認定計画のうち、商店街整備等支援計画に
係る事業にっいて、保険枠、填補率、保険料率の特例措置を講ずる。④公共施設の整備。国および地
方公共団体は、承認基本構想を達成するために、必要な公共施設（道路、下水道、公園等）の整備の
促進に配慮するものとする。⑤税制関連の特例措置。中小小売商業者への賃貸の用に供される商業施
設にっいて、租税特別措置法の定あるところにより特例償却を行う。また、固定資産税、不動産取得
税の不均一課税にともなう減収補填を行う19）（図ll－4－3）。
　（4）民活法の一部改正。わが国の最重要課題である、地域の活性化およびその特色ある発展の要請
に応えるとともに、小売業をめぐる環境の変化などに対応して、経済社会の基盤の充実を図るために、
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　－375一
図H－4－1　5法体系図
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E公共施設整備に関する事項
一
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・その他商業集積の整備の促進に
商業集積整備のための支援
E公共施設整備の配慮
E自治体の支援
m欝1欝司・中小企業信用保険の特例・産業基盤整備基金の業務追加［鰻騨会社鯉
小振法，民活法に
薰ﾃく支援措置の
齣wの強化
　大規模小売店舗の進出を中心とした最近の流通構造変化に対応しつつ，国際的要請に応えてい
くためには，規制緩和とともに，従来の小売商業対策を強化し，都市環境と調和のとれた商業集
積の整備等の新しい商業振興策が不可欠。その意味で上記5法は，互いに連携してはじめて効果
を発揮し得る密接不可分のものである。
（出所）　通商産業省商業集積推進室編者「特定商業集積整備法の解説』（財）通商産業調査会，
　　　　　1991年，294ページ
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　　　　　　　　図ll　－4－2
《本特例法の必要性》
輸入品専門売り場特例法の概要
内外の経済的環境の変化
・我が国の貿易黒字
・欧米諸国内の保護主義的
圧力の高まり
・消費者のニーズの多様化
消費者利益の増進の必要性
大規模小売店舗内において輸入品を販売する輸入品専門売り場
の新設にっいて，大店法に関する特例措置を講ずる必要あり。
《本特例法の基本的スキームと大店法の基本的スキーム》
　　　　　　　　　　　大　店　法
建物設置者の届出（大店法第3条）
公　示（大店法第3条）
特例法
輸入品専門売り場設置の届出
@　　（特例法第3条）
小売業者の届出
i大店法第5条）
開　店
大規模小売店舗審議会の
意見聴取
大規模小売店舗審議会の審議
通商産業大臣又は都道府県知事の勧告
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　↓
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　開　店
（出所）　通商産業省商業集積推進室編者r特定商業集積整備法の解説』
　　　　（財）通商産業調査会，1991年，299ページ。
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図ll－4－3　特定商業集積の整備の促進に関する特別措置法のスキーム
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主な支援措置
・産業基盤整備基金
@債務保証
@イベント支援会社への出資等
E中小企業信用保険の特例
・公共施設の
齣ﾌ的整備
・固定資産税・不
ｮ産取得税の不
ﾏ一課税に伴う
ｸ収補墳等
（出所）　通商産業省商業集積推進室編者『特定商業集積整備法の解説』（財）通商産業調査会，1991年．302ページ。
図ll　－4－4　中小小売商業振興法の高度化事業支援スキーム
振興指針の策定（通商産業大臣）
高度化事業計画の作成（組合，共同出資会社，公益法人等）
①商店街整備計画（商店街のアーケード等の整備，店舗の一斉改装）
②店舗集団化計画（新規立地点における商店街づくり）
③共同店舗等整備計画（ショッピングセンターの整備）
④電子計算機利用経営管理計画（電算機による経営管理合理化）
⑤連鎖化事業計画（ボランタリーチェーンの推進）
⑥商店街整備等支援計画（街づくり会社（公益法人等）による商店街等の整備）
????
計画認定（国，一部都道府県知事に委任）
?????? 資金の確保（商業基盤施設補助金，高度化出融資，個店融資等）　（拡充）
設備近代化資金の償還期間の延長（5年→7年）　（新規）
中小企業信用保険の特例　　　（新規）
［：灘又＝灘籍てんぽ率引上げ保険椰引下げコ
減価償却の特例（拡充）
（商業基盤施設（12％），商業施設（8％））
（出所）　通商産業省商業集積推進室編者『特定商業集積整備法の解説』（財）通商産業調査会，1991年，
　　　　306ページ。
一379一
民活法の対象施設（特定施設）に商業基盤施設を追加して、民間事業者による施設整備の促進を図る。
　①特定施設の追加。大店法の規制緩和など、最近のわが国小売業を取り巻く環境の変化に対応して、
小売業の高度化を図ることを目的とする施設であり、小売店舗と一体的に設置され、っぎの③～◎で
構成される施設である。＠顧客の利便の増進を図るための施設（駐車場、総合カウンター等）、⑤地域
住民の生活の向上を図るための施設（展示施設、会議場、イベント広場等）、◎小売業の業務の円滑な
実施を図るための施設（研修施設、共同物流施設等）2°）。
　（5）小振法の一部改正法。中小小売商業者の組合などの高度化事業の実施の円滑化などにより、中
小小売商業の振興を図ることを目的として、1973年に制定された法律である。
　中小小売商業者が、厳しい経営環境に円滑に対応できるよう、中小小売商業者の近代化、高度化に
向けての努力に対して支援を強化する必要があり、同法を改正した。
　①支援対象となる高度化事業計画の拡充。
　③店舗集団化の新設は、既存の商店街の整備に加えて、新規立地点における商店街づくりを支援対
象とする。⑮共同店舗等整備計画の拡充は、現行の店舗共同化計画に、商業基盤施設等の整備および
出資者の入居する共同出資会社の共同店舗の整備を追加する。◎電子計算機利用経営管理計画の追加
は、組合、共同出資会社の行う電子計算機を利用した経営管理の合理化を支援対象とする。◎商店街
整備支援計画は、街づくり会社（公益法人等）を支援対象とすることにより、市町村認定を受けた高
度化事業計画の実施に必要な施設に対する特別償却制度を拡充する。’
　②高度化事業への支援策の追加。②設備近代化資金の特例、⑤中小企業信用保険の特例、◎課税の
特例、（図H－4－4）。
　5．自治体規制と商調協の問題点
　大店法の調整権限は、国から都道府県へと、しだいに分権i化する傾向にある。
　（1）特定市町村における、第1種大規模小売店舗の出店抑制措置の廃止である。特定市町村とは、
①出店が相当水準に達していると認められる市町村で、出店地区の購買力に対する大型店舗の過密の
程度（大型店商業支持人口）等の審査基準により測定され、②小規模な市町村で、通常人口3万人以
下の市町村を意味していると理解されている。しかし、特定市町村の明確な規定は公表されておらず、
出店者が法第3条の届け出を行う際、通産局、都道府県が、それを受理するか否かで判断が下され、
恣意的な出店規制が行われる原因となっていた。
　1990年5月の運用適正化措置ですでに、一定の行政指導の余地を残しながらも、原則としては他の
地域と同様届け出を受理し、定められた期間内に調整を終えることが明記されている。この点が大店
法改正後の運用でどのように明確になるか、見守る必要がある22）。
　（2）地方自治体による独自規制の抑制である。売り場面積500㎡以下の中型店を、県や市町村の条
例・要綱で規制した「横出し規制」、事前調査・合意を行政指導していた県や市町村の「上乗せ規制」
の行き過ぎを是正する。「上乗せ規制」は、大店法の体系と相入れない側面があるし、公的調整ルール
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の確立においても、事前説明を出店届け後に組み入れ、「上乗せ規制」の余地を少なくしている。これ
に対して「横出し規制」の評価は、自治体の条例要綱制度権の範囲の問題と絡み、「上乗せ規制」ほど
簡単ではない。
　大店法の調整対象外である売り場面積500㎡以下の規模の出店を地方自治体が規制すること自体を
問題としているのか、それとも、中型店規制の運用に関わる不透明性、迅速性を問題にしているのか、
直ちに判定しかねる。しかしながら、法の精神に照らして合理的な理由がある場合、「条件」付きで自
治体の独自調整権を容認していると理解できる23）。
　（3）公的調整ルールの確立である。従来、建物設置者と大規模小売業者が出店を届け出ると、通商
産業大臣または都道府県知事（公的な調整者）は大店審に諮問し、次いで大店審は商工会議所・商工
会会頭に諮問し、さらに同会頭は商調協に諮問する形で実質的調整権限は上から下へおろされて行っ
た。答申は同じルートをたどり、商調協を起点にして下から上に吸い上げられる。しかし、旧大店法
においては、建物設置者による法第3条の届け後に始まる商調協の審議ではなく、それに先立って行
われる地元商業者団体との事前調整によって基本的調整が方向付けられた。これが事前調整・合意制
である。法改正は、この非公的調整を解消する目的から商調協に代わり、大店審を実質的な調整機関
として位置付けている24）。
　（4）地元説明の位置付けである。法運用面で「事前説明」を廃止して事前説明機能を法第3条届け
出後に「地元説明」として取り込み、地元商業者と出店者との話し合いを公的な調整体系の一部とし
て位置付けた。
　この様に、①第3条届け出前の事前説明が制度上廃止された。②第3条届け後の事前商調協と第5
条届け出後の正式商調協の2段階に分かれていた実質的な調査・審議が、第5条届け出後の大店審に
一本化された。
　これらの理由から、調整手続は透明化、簡素化が意図されているas）。
注1）　1）細野助博著者『ポスト大店法」日本実業出版社、1991年、28～29ページ参照。
　2）鈴木安昭稿「公共政策としての大店法」、日本経済新聞社編者『大店法が消える日』日本経済新聞社、1990
　　　年、203ページ参照。
　3）前掲『大店法が消える日』203～204ページ参照。
　4）前掲『ポスト大店法』29ページ参照。
　5）前掲『大店法が消える日』204ページ参照。
　6）前掲「大店法が消える日』206ページ参照。
　7）前掲「大店法が消える日』207ページ参照。
　8）前掲「大店法が消える日』208～209ページ参照。
　9）前掲『大店法が消える日』211ページ参照。
　10）通商産業省産業政策局大規模小売店舗調整官付編集『1990年度大規模小売店舗法法規集』㈱通商産業調査
　　　会、1990年、23～24ページ参照。
　ll）前掲「1990年度大規模小売店舗法法規集』34ページ参照。
　12）前掲『大店法が消える日』214ページ参照。
　13）矢作敏行稿「大店法の政治経済学」、清成忠男・矢作敏行編者『改正大店法時代の流通』日本経済新聞社、
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　　1991年、14ページ参照。
14）前掲『改正大店法時代の流通』10ページ。
15）中小企業庁小規模企業部小売商業課稿「魅力ある商店街・商業集積づくり対策について」、側）日本立地セン
　　ター「産業立地』（1991年8月号）、12・14ページ参照。
16）前掲『1990年大規模小売店舗法法規集」47～53ページ参照。
17）前掲『産業立地』（1991年8月号）12ページ。
18）前掲『産業立地』（1991年8月号）14ページ。
19）前掲『産業立地』（1991年8月号）14・16ページ。
20）前掲『産業立地』（1991年8月号）16ページ。
21）前掲『産業立地』（1991年8月号）16ページ。
22）矢作敏行・清成忠男稿「改正大店法と都市商業政策」、清成忠男・矢作敏行編者『改正大店法時代の流通』
　　日本経済新聞社、1991年、44～45ページ参照。
23）前掲『改正大店法時代の流通』45～46ページ参照。
24）前掲『改正大店法時代の流通』41～42ページ参照。
25）前掲『改正大店法時代の流通』42～43ページ参照。
皿　大店法緩和と地域商業の構造変化
1．地域商業の実態
地域商業の構成員として、さまざまな役割を果たしてきた中小小売店において、どのような変化が
生じているのかをみることにする。
　①新規開業数が減少し、廃業数が増加している。そして、小売業の新規開業率は、1979年以降すう
勢的に低下している（図皿一1－1）。また、従業員1～2人の小規模層の新規開業率も、1982年以降急速
図皿一1－1　小売店の開業率および転・廃業率の推移（年率）
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資料：通商産業省『商業統計表』
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図皿一1－2　従業者規模別開業率の推移（年率）
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図皿一1－3　小売業の商店数・増減率の推移（年率）
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図皿一1－6　立地環境特性別の商店数増減率（1985年→1988年）
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資料：通商産業省『商業統計表』
（注）1．横軸の長さは商店数構成比（1985年）を示す。
　　　2．〈　〉内は商店数増減率、　〔〕内は商店数構成比
に低下している（図皿一1－2）。1982年に大型店の出店規制の強化により、大規模層の新規開業は低下
したが、中規模層はロードサイドショップやコンビニエンスストアなどの新しい業態で積極的に出店
しており、新規開業率は中規模層で高く、小規模層で低いという傾向である。一方、廃業率は、1976
年以降すう勢的に上昇している。1982年以降廃業率は新規開業率を上回り、商店数が大幅に減少する
ようになった（図皿一1－3）。好況の持続、所得水準の上昇、消費の多様化など好条件であったが、中
小小売店数は、1988年でも大幅に減少している。中小小売店数の減少は、一過性のものではなく、構
造的に進行している。②中小小売店によって構成されている地域商店街は、厳しい状況にあり、活力
低下の危機に直面している。地域商店街に多くみられる伝統的なタイプの業種で、飲食料品小売業の
商店数が減少している（図皿一1－4）。③ライフスタイルの多様化に対応したコンビニエンスストアの
商店数が、高い伸びを示している（図M－1－5）。登場してから既に20年以上経過しており、最近はコ
ンビニエンスストア同士の競争も激しくなっている。④商店街やショッピングセンターなどの商業集
積地に立地する商店数の伸び率が高く、住宅地区である非商業集積地区の商店数は減少しているD（図
皿一1－6）。
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図皿一2－1
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資料：通商産業省調べ
（注）1．大都市…政令指定都市および県庁所在都市
　　　　中都市…人口20万人以上の都市
　　　　小都市…人口5万人以上20万人未満の都市
　　　　郡部…町、村
　　　2．第1種大規模小売店舗とは、店舗面積が都の特
　　　　別区および政令指定都市で　3，000m2、その他
　　　　の地域では1，500皿2以上の店舗をいう。
　　　3．指数は該当店舗の総面積（既設のものを含む）
　　　　について作成した。
　2，大型店主導型による地域商業の構造変化
　大都市から郡部に至るまで、都市規模の大小に関係なく大型店が進出している（図皿一2－1）。そし
て、進出した大型店が各都市において新しい商業集積をつくり出し、その核店舗として発展するケー
スも増えている。
　背景としては、①大都市における大型店同士の激しい競合を回避するために、大型店が中小都市へ
出店を進めた。②高速交通体系の進展などで、地域消費者の行動範囲が拡大した。そのたあ、広域的
に集客することが可能となり、必ずしも大都市に出店する必要がなくなった。③地価水準を考えると、
大都市と比べて中小都市のほうが出店コストが安く、用地確保も比較的容易である。④中小都市にお
いて、地域商業の活性化のために大型店を誘致、建設する動きが広がっている2）。大型店の地方進出
は、都市間の商業競争の激化の誘因となっており、大型店と地域商業の対立という図式だけでは、競
合関係をとらえることができない。
3．高速交通体系の進展と地域商業の構造変化
自家用自動車の普及、広域交通機関のフリークエンシー運行・スピードアップ運行の実現、高速交
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図皿一3－1
1969年以前
70～74年
75～79年
80～84年
85～89年
開設年別のショッピングセンター立地別シェァ
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1．5
5．1
団地・ニュータウン
資料：（社）日本ショッピングセンター協会調べ
（注）1．四捨五入のため合計は100にならない。
　　　2．立地は都市等の行政区画割単位で分類し、次の通りとした。
　　　　　中心商業地域：対象ショッピングセンターの地域が高級買回り品
　　　　　　　　　　　を志向する地域で市街地の中心をいう。
　　　　　周辺商業地域：都市の周辺の商業地域であり，最寄り品を志向す
　　　　　　　　　　　る地域をいう。
　　　　　郊外住宅地域：郊外における住宅密集地域をいい、下記の団地・
　　　　　　　　　　　ニュータウンは含まれない。
　　　　　団地・ニュー：1つの単位として計画、施行された大規模住宅地
　　　　　タウン
その他町村
をいい、その施行主体が公的機関か民間企業かを
問わず、事業規模が50ha以上、計画人口が1万
人以上のものをいう。
：行政区画割単位の「郡」に指定されている地域で
前記以外のものをいう。
図皿一3－2　駐車場の有無
全　国　計
????????
近隣型商店街
地域型商店街
広域型商店街
超広域型
商店街
ない あるが不十分
（単位：％）
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資料：中小企業庁『商店街実態調査』1985年
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通体系（高速自動車道、新幹線）の整備などの輸送機関の整備によって、地域住民の日常的な経済生
活圏域の広域化は拡大した。生活行動圏が限定されていた時代には地域消費者は主として、自宅近く
や駅前などの商店街で買物を済せていたが、高速交通体系の進展によって行動範囲が拡大し、買物場
所にっいて多様な選択肢を手に入れた。消費行動の広域化は、郊外やロードサイドへの小売店の出店
を可能にし、新たなショッピングセンターの立地場所の多くが、都市の中心商業地域から周辺商業地域
や郊外住宅地域にシフトしていった（図皿一3－1）。また、自家用自動車での買物を前提に考えた場合、
駐車場の有無は商店街にとって大きな問題であり、近隣型商店街は劣勢に立っている（図皿一3－2）。
　4．既存商店街対大型店の競合
　大型店の進出は、その地域商業地図を一気に塗りかえてしまう。その意味では、大型店の進出は中
小小売店の経営環境を急激に変化させている。
　①中小企業庁「大型店の実態等に関する影響調査（中小小売店）」（1990年8月）によれば、当該地
域の大型店が出店してきたことのある中小小売店のうち、70％弱が「悪影響を受けた」としている。
一方で、「商店街・商業集積全体として集客力が高まった」、「経営手法等について大型店から学ぶとこ
ろがあった」、「大型店の駐車場により、アクセスが容易になった」等の積極的評価を行っているのも
あり（図皿一4－1）、「好影響を受けた」に「とくに影響はない」を加え、全体の30％以上が、否定的回
答を行っていない。②最も大きな影響を与えた大型店の種類としては、近隣型・地域型商店街では
図皿一4－1　大型店出店による好影響（中小小売業）
（％）
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資料：中小企業庁『大型店の影響等に関する実態調
　　査（中小小売店）』1990年8月
（注）　複数回答のため合計は100を超える。
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図皿一4－2　最も大きな影響を与えた大型店の種類（中小小売業）
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資料：中小企業庁『大型店の影響等に関する実態調査（中小小売店）』1990年8月
（注）　四捨五入のため合計は100にならない。
図皿一4－3 大型店の出店により影響を受けた要因、
対抗できなかった点（中小小売業）
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資料：中小企業庁『大型店の影響等に関する実態調
　　査（中小小売店）』1990年8月
（注）　複数回答のため合計は100を超える。
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スーパーが、広域型・超広域型商店街では百貨店が多くなっている（図皿一4－2）。
　③大型店出店による影響を受けた要因や、大型店に対抗できなかった点をみると、「1ケ所で多分野
の商品を購入できる利便性」、「品ぞろえ」といった店舗面積や商品調達力と関連する点や、「ショッピ
ングの快適性」、「駐車場・駐輪場の整備」といった施設整備と関連する点をあげる中小小売店が多い3）
（図皿一4－3）。
　大店法の改正等に伴い、地域商業の構造変化が進むなかで、中小小売店は一層の経営努力を行い、
多様化する消費者ニーズに対応していくことが求められている。
　5．商店街対商店街の競合
　中小小売店における競合が、商業集積内にとどまらず、商業集積間でも激しくなってきた。郊外な
どに商業集積が新しく形成されると、有力店が既存の商店街から移転してしまうケースは多い。その
ため、既存の商店街は歯抜け状態になり、不足業種が発生し、機能が劣化する。10店舗のうち3店舗
が店を閉じると、その商店街は斜陽化、空洞化へと進むといわれており、有力店の移転が、地域商店
街に与える影響はきわめて大きい。また、有力店が新しい商業集積に移転せずに支店を開設する場合
でも、既存の商店街の「本店」はたんに名目的なものにすぎない4）。新旧の商業集積間の競合とは、移
転した中小小売店対残された中小小売店との競合という側面を持っている。とくに、地方中小都市にお
いて中心部商店街がゴーストタウン化することは、地域や地域商業の崩壊を意味する。
　6．大型店対大型店の競合
　「大店法」の運用適正化措置後の新規出店表明件数をみると、1990年12月末現在で、第1種大規模
小売店舗が416件、第2種大規模小売店舗が516件と、例年のペースを上回る届け出がなされている
（図皿一6－1）。また、新規出店表明案件を業態別にみると、ホームセンター等の専門店、主として地域
的なチェーン展開を行うスーパー等、地域的出店案件が増大しているし、郊外立地を志向するものが
多い5）（図皿一6－2）。消費者のニーズの多様化、レジャー志向、文化志向等に合せて、大型店はますま
す大型化し、レジャー、スポーッ施設、文化施設を併設した、アメニティー性やアミューズメント性
を含んだ大型店が増えている。大型店対大型店の競合に、既存の地域商店街にある小型店舗を閉鎖し、
郊外に大型店舗を建設するという、スクラップ・アンド・ビルド政策が増えている。そのため、地域
商業の重心の移動、主役の交替がある。大型店に望まれるのは、地域の特性に合った規準をしっかり
もってもらいたいことと、大型店が地域商業において、中小小売店と複合的、相乗的街並みを形成し、
地域コミュニティ充実に大きく役立っべきこと、そして、ふれあいのある美しい街並みを創出してい
く街づくりの精神を忘れないでもらいたいことである6）。
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図皿一6－1　大規模小売店舗の3条届出状況?
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資料：通商産業省調べ
（注）　1990年度は1990年12月末までに受理した届出件数
図皿一6－2運用適正化措置実施（1990年5月30日）以降出店
表明件数の推移（大規模小売店）
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資料：通商産業省調べ
（注）　業態は核テナントにより区分
　　　　スーパーの「上位20社」は、1989年度売上高順位による。
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　7，商圏ごとの競合
　大型店対中小小売店レベルの競合を越えて、都市間・商業集積間で「足の長い地域消費者」の獲得
をめぐる競合が活発化している。消費者の商業集積間の移動状況をみると、49．0％の商業集積で、消
費者が他の商業集積に流出しているが、流入している商業集積は13．8％にすぎない（図皿一7－1）。
　これを流出先の商業集積のタイプとクロスさせてみると、消費者は近隣型から地域型へ、地域型か
ら広域型へ、広域型から超広域型へと、流出する傾向がみられる（図皿一7－2）。高速交通体系の進展、
女性の社会進出、人口の郊外移動、旺盛なレジャー意欲、消費の多様化等は、商業集積間競合の広域
化であり、商業集積の商圏の重なり合う範囲を拡大し、競合を激化させる構造変化である。
　これらは、個店対個店が競合する時代から商店街対商店街の競合する時代へと進展してきたし、今
　　　　　　図皿一7－1　買物客の流出入状況
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：％）
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資料：国民金融公庫r中小小売業の実態調査』1990年7月
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図皿一7－2　流出先の商業集積
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資料：国民金融公庫「中小小売業の実態調査』1990年7月
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日では、商店街を含めたサービスゾーンや公共ゾーンをふくめた地域対地域の商業スクエアとして競
合する時代になった7）。
注1）国民金融公庫総合研究所稿「中小小売業をとりまく環境変化とその要因」、国民金融公庫総合研究所編者
　　『岐路に立っ中小小売業』中小企業リサーチセンター、1991年、7～14ページ参照
　2）前掲『岐路に立っ中小小売業』31～32ページ参照。
　3）中小企業庁編集『中小企業白書」（平成3年版）』大蔵省印刷局、1991年、220～222ページ。
　4）前掲「岐路に立っ中小小売業』38ページ参照
　5）前掲「中小企業白書（平成3年版）』213ページ。
　6）倉重忠男著者『大店法改正の衝撃と小売業の生き残り戦略』山下出版、1990年、28ページ。
　7）前掲『大店法改正の衝撃と小売業の生き残り戦略』126～127ページ参照。
IV　流通自由化に生き残る地域商業の振興とあらたな地域づくり
　1．地域商店街の生き残り戦略
　中小小売店は、地域の自然的・歴史的・社会的風土に負って存在している。中小小売店は、地域の
情況のなかに生成し発展してきたといってよい1）。中小小売店が多数を占める地域商業は、おおむね地
域商店街という商業集積を形成しており、中小小売店の命運は、地域商店街の盛衰と深く関わってい
る。
　全国には大小12，000ヵ所の商店街があるが、その多くは景況の停滞・不振・衰退に悩んでいる
（図IV－1－1）。これは大型店進出の影響に加え、消費ニーズや商圏の変化への対応が立ち遅れ、中小
小売店の経営難や廃業が増えている（図IV－1－2）。消費はますます多様化しており、それに伴い、消
費行動も時間的・空間的に多様な広がりを見せている。従来の商店街は、魅力が低下し、消費者の来
街者数も減っている（図IV－1－3）。そのため、中小小売店は既存商店街の再構築や新しい商店街の創
出で、消費ニーズの変化に対応した多様な店舗・機能を備えた地域商店街にっくり変える必要があ
る2）。
　中小企業事業団「商店街調査」（1990年12月）によると、繁栄している商店街の理由としては、
①アーケード・カラー舗装・街路灯等の設置、②販売促進活動の活発化、等の自助努力要因が、上位
に挙げられる。また1981年、1985年の調査時と比べて、①商圏地域の人口・世帯数の増加、②大型店
の進出による顧客吸引力の向上、等の外部環境要因は、引き続き商店街繁栄の大きな要因となってい
る（図IV－1－4）。
　しかし、占めるウエイトは低下し、主たる要因は自助努力要因に転換してきている3）。今後の商店街
の繁栄は、①道路・街並み整備、②共同施設づくり、③店舗改装、④大型店・新業態店の誘致、
⑤既存店の業種・業態転換、等を計画的に進ある商店街自体の努力にかかっている4）。また、商店街の
活性化策をみると、①街路灯の整備、②共同売出し、③イベント事業、等が多くの商店街で実施して
いる（図IV－1－5）。こうした対応策は、「イベント事業」等のソフトな事業、「駐車場の整備」等のハー
ドな事業の双方とも一定の効果をあげている5）（図IV－1－6）。商店街の生き残りは、ハードの複合化と
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図IV－1－1　商店街の当面する問題点
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資料：中小企業事業団『商店街調査』1990年12月
（注）　複数回答のため合計は100を超える。
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図IV－1－2　中小小売業の休・廃業の理由
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資料：中小企業庁r中小企業白書（1988年度版）』
備考：休・廃業を考えたことのある中小小売業に対する調査
図IV－1－3　商店街の来街者数の変化
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資料：中小企業庁『商店街実態調査』1985年
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図IV－1－4　商店街繁栄の理由
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資料：中小企業庁『商店街実態調査』1981年、1985年
　　中小企業事業団『商店街調査』1990年12月
（注）　複数回答のため合計は100を超える。
4
多様で多彩なソフトの展開が結び付ことで相乗効果を創出し、地域商店街に活力と賑わいをもらたす
ことがとくに重要である。
　2。地域商店街と大型店との共存
　今後大店法の改正等に伴い、地域商店街における競合の活発化が見込まれるなかで、地域商店街と
してもあらたな対応が求められている。
　その対策としては、①イベント・宣伝活動の充実、②駐車場の設置、③カード・商品券・サービス
券等の発行、が有効であると考えられる（図IV－2－1）。これらは、都市間・商業集積間競合のなかで、
中小小売店からなる地域商店街が単独で実施することは難しい場合もあり、地域商店街の活性化の観
点からも、こうした対策を大型店と共同で実施することも一っの方向と考えられる6）。大型店との共同
事業を行ったことにより、効果があったとするものが70％以上あり（中小企業事業団「商店街調査」）、
さらに、共同事業費の伸び率と売上高の伸び率の相関関係も高いことから（図IV－2－2）、大型店と共
同事業を行うことも、売上高を伸ばす手段の一っであると考えられる。共同事業や店舗改装等の近代
化事業等による対応の結果、実施前に比べて地域商店街への来街者数は、平均30％増加している（中
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、図IV－1－5　商店街の活性化策
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資料：中小企業事業団『商店街調査』1990年12月
（注）複数回答のため合計は100を超える。
図IV－1－6　商店街の活性化策の効果
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図IV－2－1今後の大型店の出店に対して必要と考える対策
（商店街）
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資料：中小企業庁『大型店の影響等に関する実態調
　　　査（商店街）』1990年8月
（注）　複数回答のため合計は100を超える。
図IV－2－2商店街の売上高伸び率と共同事業費伸び率との関係
（1988年と1989年との比較）
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資料：中小企業事業団『商店街調査』1990年12月
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小企業事業団商店街事例集より）ことからも、共同事業の効果は大きい7）。地域商店街は商業機能を整
備し、消費者を吸引することや商業集積地として、その立地の魅力をどう生かしていくかが重要であ
る。それは、中小小売店自身の活性化を図ると同時に、地域商店街全体の活性化を、いかに図るかと
いう二重の課題に取り組む必要がある8）。大型店が進出してくることが、必ずしも地域商店街に売上高
の減少等の影響を与える面ばかりもっているのではなく、大型店の進出を好機としてとらえ、地域商
店街に不足している核店舗の形成と集客力の向上、マーチャンダイジングカの享受等、地域商店街が
大型店との共存を図る努力を行うことが、地域の消費者にとって魅力ある地域商店街づくりであり、
地域に根ざした商業活動をすることが重要なポイントである。
　3．大型店核店舗による魅力ある都市機能の創出
　「ゆとりと豊かさのある国民生活」を求める地域住民にとって地域商業は、地域消費者が必要とする
大切な生活インフラストラクチャー（社会資本）を形成している。地域商店街が魅力ある空間になれ
ば、地域消費者の日々の生活に潤いを与えることができる9）。
　従って、地域商業の均衡ある発展を図るうえで、三大都市圏には自ら蓄積されていくような複合的
な都市機能の集積を、地域商店街においても形成していくことが重要である。そして、地域商店街を
楽しく、豊かにするためには、大型店を核店舗とした地域商店街づくりが欠かせない。わが国の大型
店は後進性を克服して、すでに技術、ノウハウで国際的にも最高水準に達しているt°）。わが国は、高度
消費社会を実現した現在、消費者は購買の便益性に、多種多様な商業機能の集積を求めている。消費
者の購買行動が、①コンパリゾン・ショッピング（比較購買）、②ワン・ストップ・ショッピング（一
商業地における購買）の2っの原則のもとで行われ、高度商業集積を求めていることは確かである11）。
消費者が大型店核店舗に求める都市機能は、①娯楽性（アミューズメント）、②利便性（コンビニエン
ス）、③文化性（カルチャー）、④情報性（インフォメーション）、⑤国際性（インターナショナル）互2）
であり、それは、地域商店街全体が推進するあらたな地域づくりなのである。大型店核店舗が単なる
店としての存在を超越し、消費者に快適空間を提供するとともに、豊かな生活のモデルを提示する
「総合的な生活提案型小売サービス業」へと進化していくことが期待される13）。一方、地域商店街は、
商圏規模、地域特性等を踏まえ、組合等が地方公共団体等と一体となって、効果的・効率的な施設整
備、共同販売事業等を行っていくことが求められる。そして、大型店を核店舗とし、中小小売店の個
性が十分に発揮されたショッピングの場として高い経済的機能を持つとともに、「地域の顔」、「暮らし
の広場（コミュニティーマート）」として、文化的・社会的にも高い機能を持った商業集積へと進化し
ていくことが期待される且4）。大型店核店舗との関係においては、商店街の一員が移転した場合、あるい
は都市再開発や土地区画整理などの事業が行われる時期を契機として、大型店核店舗を積極的に誘致
して、中小小売店との競合ではなく、補完を目指した魅力ある都市機能の創出がのぞまれる。大型店
と中小小売店の共存共栄の共同商業再開発は、単なるハード面の近代化にとどまらず、商店街機能を
尊重したソフト面の複合商業空間へと、地域商店街を推進していくことである。
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　地域の商業再開発が行われ、大型店核店舗も誘致した。地域商店街には、一時的に消費者がやって
くるかもしれない。しかし、その商店街に属する中小小売店が、旧態依然の考え方のままであれば、
中小小売店の繁栄はない。道路・街並み整備等のハードづくりも重要であるが、また、ソフト面も大
切であり、そのソフトづくりの活動を担う人づくりも重要なのであることもわすれてはなるまい。
　そして、自らの地域商業がどうあるべきかを計画の基本にたちかえて見直し、引き続き改善と向上
に努めて欲しいものである。
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